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貨物自動車標準運送約款の改正

○国土交通省では、トラック運送事業者の取引環境の改善及び長時間労働の抑制に取り組むため、平成２７年に厚生労働省と共同で、
荷主も構成員に含めた「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」を設置。
○同協議会における取引環境改善に向けた議論に先立ち、適正運賃・料金収受に関する議論の論点整理や方向性に関する助言を行う
ための場として、平成２８年７月に「トラック運送業の適正運賃・料金検討会」を設置。
検討会を４回開催し、適正な運賃・料金収受に向けた方策を取りまとめ、協議会へ報告。

経緯

貨物自動車運送事業の適正な運賃・料金収受に向けて、関係制度を改正。
〇 「運賃」と「料金」の区別を明確化・・・運送の対価である「運賃」と、運送以外の役務に対する対価を「料金」として区別。
○ 標準貨物自動車運送約款の運賃及び料金に関する規定を改正。
【主な改正点】①荷送人が運送依頼をする際の運送状等の記載事項に、 「待機時間料」、 「積込料」、 「取卸料」等の料金の具体例を規定。

②荷待ちに対する対価を「待機時間料」とし、 発地又は着地における積込み又は取卸しに対する対価を「積込料」及び「取卸料」
とそれぞれ規定。 （※）

③附帯業務の内容に「横持ち」、「縦持ち」、「棚入れ」、「ラベル貼り」及び「はい作業」 を追加します。
（※）はい作業：倉庫等において袋や箱を一定の方法で規則正しく積み上げたり、積み上げられた荷をくずしたりする作業
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標準運送約款の改正に係る周知について

○各都道府県トラック協会を通じトラック事業者に約款改正に係るリーフレット（別添参照）を配付。

○各都道府県トラック協会が開催している生産性向上セミナーにおいて、約款改正の概要を説明すると
ともにリーフレットを配付。

○各運輸支局が開催している地方協議会において、約款改正の概要を説明するとともにリーフレットを
配付。
○各運輸支局窓口にリーフレットを備付け。

トラック事業者に周知を図るための方策

秋田県内３地区（秋田市、大館市、大仙市）において、約款改正の説明会開催。（１８０事業所出席）

２月５日秋田県トラック協会研修センターにて開催。（２７事業所出席）

○各運輸支局から各都道府県の荷主団体に約款改正の概要を説明するとともにリーフレットを配付。

○各運輸支局が開催している地方協議会において、農林水産省が委員になっていない協議会において
は、地方農政局にも協議会への参画を依頼。
○経済産業省及び農林水産省より提供いただいた荷主団体等リストに基づき、全日本トラック協会から
案内文及びリーフレットを送付。

荷主に周知を図るための方策

秋田県トラック協会とともに、１０月２０日秋田商工会議所、１１月１６日JA全農あきたを訪問し、
約款改正の概要と傘下事業者に対するリーフレットの配付を依頼。
また、県内の荷主企業４９２事業者に対して、リーフレットを郵送配布。
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標準運送約款の改正に伴う手続き状況について

運輸局名
事業者数
（平成27年度末

現在）

運賃料金

変更届出件
数

約款認可
件数

手続き率

北海道運輸局 3，348者 1，602件 468件 61.8％

東北運輸局 4，147者 1，528件 1，119件 63.8％

関東運輸局 18，053者 6，329件 1，027件 40.7％

北陸信越運輸局 2，712者 1，092件 547件 60.4％

中部運輸局 6，693者 2，103件 1，527件 54.2％

近畿運輸局 9，296者 3，276件 422件 39.8％

中国運輸局 3，928者 1，401件 869件 57.8％

四国運輸局 2，126者 1，198件 99件 61.0％

九州運輸局 5，874者 2，137件 618件 46.9％

沖縄総合事務局 831者 76件 441件 62.2％

合 計 57，008者 20，742件 7，137件 48.9％

約款等改正に伴う手続き状況（平成３０年２月２日現在）

事業者数
（平成27年度末

現在）

運賃料金

変更届出
件数

約款認可
件数

手続き率

342者 177件 48件 65.8％

・適正化事業実施機関等の協力のもと、改正運送約款
への移行手続きの促進を図る。
・改正運送約款へ移行した事業者に対し、その実効性及
び課題等を検証するため、実態調査を実施。
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標準貨物自動車運送約款等の改正リーフレット
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